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・六位一体のがん対策 

  がん対策は多くの関係当事者が一致団結しなければ成果を上げられない。手ごわい相手

である。患者や市民、立法府（政治家）、行政（県、市区町村など）、医療提供者、民間、

メディア関係者などが、いわば六位一体となって取り組むことが必要である。それを実現、

補強するための施策が重要である。 

 

・元気の出るがん対策 

  これからのがん対策は、「がんになってもがんと向き合い生きていける社会」を、多くの

当事者が一体となって取り組むことから進展していく。その際、キャッチフレーズとなる

のは、「元気の出るがん対策」である。「情報共有をしながら、力を合わせていくこと」を、

多くの当事者・関係者が意識し念頭におくことが大切と考える。 

 

・がんから改革を 

  本提案書が指摘する多くの構造問題は、なにもがん領域だけに見られるものではない。

しかし、がん対策という大きな領域で解決しなければ他の領域でも解決は困難である。が

ん領域を変えることによって、他の領域にモデルを示すという発想も大切である。また、

がん領域が他の領域にある好事例を導入し、それを普及させる役割も果たすべきである。 

   

            Ⅰ　がん対策の現況 
4　実施すべき改革（提案の骨子）
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Ⅱ 提案 

 

 今回の提案書作成のための意見集約においては、がん対策推進基本計画にある分野別目

標を基本とし、それに「がん対策全般にかかる事項」「がん計画の進捗・評価」「疾病別対

策」を加えた 13 分野に分類して意見を集め、整理した。 

このうち、「がん対策全般にかかる事項」と「計画の進捗・評価」の 2 分野については、

がん対策全体の基盤的な位置づけにあるので、まず、この 2 分野を全体テーマとして取り

上げる。その後、分野別の各論である 11 分野をひとつずつ検討する。 

 

全体分野 

1 がん対策全般にかかる事項 

2 がん計画の進捗・評価 

 

個別分野 

1 放射線療法および化学療法の推進と、医療従事者の育成 

2 緩和ケア 

3 在宅医療（在宅緩和ケア） 

4 診療ガイドラインの作成（標準治療の推進と普及） 

5 医療機関の整備等（がん診療体制ネットワーク） 

6 がん医療に関する相談支援および情報提供 

7 がん登録 

8 がんの予防（たばこ対策） 

9 がんの早期発見（がん検診） 

10 がん研究 

11 疾病別（がんの種類別）の対策 

Ⅱ　提案
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1 がん対策の総論 

 

1-1 全体分野 1 がん対策全般 

 

1-1-1 推奨施策 

 集まった意見と論点整理を踏まえ、予算、診療報酬、制度の面から、下記の推奨施策

を導き出した。 

1-1-1-1 「予算」の推奨施策 

 

（1）がん対策予算の 100 パーセント活用プロジェクト〔A-1〕 

国と地方自治体の予算編成期のズレや、相互連絡の不足、国からの助成が申請しづらい

など、国と地方自治体の予算編成上の問題により、がん対策予算に盛り込まれた施策が 100

パーセント活用できない問題の解消を目指す。がん対策のアドバイザー2～3 人を組織し、

実地調査・ヒアリングを実施。国から示されたがん対策事業を、地方自治体が使いやすい

ようにするための仕組み作りに焦点をあて、対応策を検討する。 

 

（2）がん対策ノウハウ普及プロジェクト〔A-2〕 

地域のニーズを聞くと、予算はもとより、人、経験、アイデア、けん引役、調整役もな

く、資金・人・ノウハウをセットで欲しいという希望が多い。そこで、先行県のノウハウ

を全都道府県に浸透させるために、20 人程度のコンサルティングチームを結成し、県のが

ん対策の企画、進捗管理、地域のステークホルダーとの調整の支援を行い、都道府県のが

ん対策の均てん化を行う。 

 

（3）都道府県がん対策実施計画推進基金の設置〔A-3〕 

障害者支援分野で設置された地域対策基金を参考にして、都道府県による予算措置がな

くとも柔軟に活用できる「都道府県がん対策実施計画推進ファンド」を設置。都道府県が

ん対策推進計画のアクションプランに基づく事業に関して、都道府県からの応募申請を都

道府県がん対策推進協議会が審査して選定し、10/10 の助成を行い、都道府県の創意工夫を

引き出す。必要に応じて全国レベルの専門家が審査などの技術的支援を行う。 

 

（4）がん対策への PDCA（計画、実行、評価、改善）サイクルの導入〔A-4〕 

がんの治療やその対策について、科学的根拠に関する各種エビデンスが十分ではないま

ま、がん対策が行われている現状があり、いわゆる PDCA サイクルに基づくがん対策の評価

と改善も十分ではない。がんの予防や検診、初期から終末期における治療、緩和ケア、支

持療法などについて、地域連携度調査や患者満足度調査など、様々な角度から見える化（可

視化）を行い、そのデータをもとに必要な施策の実施を行っていく。 

                    Ⅱ　提案 
           1　がん対策の総論 
1-1　全体分野1　がん対策全般
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（5）医療従事者と患者・市民が協働する普及啓発活動支援〔A-5〕 

各地域にて医療従事者と患者・市民が協働してがんの予防や治療、緩和ケアなどに関す

る普及啓発活動を支援することで、地域が一体となってがんと向き合い、がんと闘う力を

醸成することを目的として、国が、公益法人、医療機関、患者団体等が実施する公開フォ

ーラム、シンポジウム等、がんの病態、がん検診、緩和ケア、がん登録等、がんに関する

理解を深めることを目的とした事業の費用を補助する。 

 

（6）がん患者によるがんの普及啓発アクションプラン〔A-6〕 

がんに関する普及啓発は未だ十分でなく、がん体験者による語りはがんに対する理解の

促進において、大きな役割を果たし得る。そこで、都道府県からモデル地区を選び、都道

府県は患者団体等と協力、または事業を委託し、患者や患者団体が、地区内の公民館、集

会場や学校において患者の語りによる講演会や合唱、シンポジウムなどを開催することで、

がんに関する普及啓発を進める。 

 

（7）小学生向けの資料の全国民への配布〔A-7〕 

がん検診の受診率は、20～30％と低く、国民のがん登録を認知度は 10％程度であるとい

う現状を解決するため、年齢、使用言語など、対象者の理解度に応じた、がんに関する普

及啓発は必要なので、国や第 3 セクターなどが作成したがんに関する普及啓発資料を地方

地方自治体、職域等を通じて、全国民に配布する。普及啓発資料の内容は、①がんの特性、

②がん検診、③がん登録、④がんの治療等とする。 

 

（8）初等中等教育におけるがん教育の推進〔A-8〕 

学校教員のがんに関する知識が必ずしも十分でなく、学校教育においてがんに関する教

育が欠落している現状を改める必要があるため、各都道府県の教育委員会が設置する研修

センターにおいて、5年以内に、すべての小学校、中学校、高等学校の体育及び保健体育の

教員に対するがんの特性、がん検診、がん治療に関する研修を実施し、教員の学校内禁煙

を義務づけるとともに、がん対策推進基本計画が掲げる「未成年者の喫煙率 0％」の実現を

目指す。 

 

＜詳細は別冊・施策シート集の個別票をご覧ください＞ 

 

1-1-1-2 「診療報酬」の推奨施策 

 

（1）がん医療の質の評価〔B-1〕 

がん診療連携拠点病院等において、がん医療の各分野（がんの診断から治療、経過観察、

                    Ⅱ　提案 
           1　がん対策の総論 
1-1　全体分野1　がん対策全般
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緩和医療、終末期医療の各分野）の質を、アウトカム指標の達成率によって診療報酬を加

算もしくは減算することについて、新たに評価する考え方を検討してはどうか。 

 

＜詳細は別冊・施策シート集の個別票をご覧ください＞ 

 

1-1-1-3 「制度」の推奨施策 

 

（1）がん対策基本法の改正〔C-1〕 

 がん対策基本法において、がん対策全般の観点から改正が必要と考えられる点について、

検討を行う。なお、後述する個別の分野における制度面での対応に関して、例えば次のよ

うな推奨施策が考えられる。それぞれの内容については、個別の分野において記述する 

①都道府県がん対策協議会の必置義務規定の整備 

②都道府県がん対策協議会の委員に患者委員を含める規定の整備 

③がん対策白書の策定、国会への報告規定の整備 

④がん診療ネットワークの充実・強化に関する規定の整備 

⑤がん患者の就労支援・雇用確保に関する規定の整備 

⑥がん診療連携拠点病院の機能評価を行う第三者的な組織の設置 

⑦がん登録の法制化（又はがん登録法の制定） 

 

（2）医療法の改正〔C-2〕 

 医療法において、がん対策全般の観点から改正が必要と考えられる点について、検討を

行う。なお、後述する個別の分野における制度面での対応に関して、例えば次のような推

奨施策が考えられる。それぞれの内容については、個別の分野において記述する。 

 

①がん治療、緩和ケアに携わる専門医の位置づけの明確化 

②医療機能情報提供制度の規定の充実 

③がん治療にかかるチーム医療の推進にかかる規定の充実 

④地域在宅緩和ケアを行う在宅療養支援診療所に関する規定の整備 

⑤地域在宅緩和ケア計画の策定に関する規定の整備 

⑥診療ガイドラインを策定する第三者的な組織の設置規定の整備 

 

（3）がん対策白書（仮称）の取りまとめと、国会への報告〔C-3〕 

 がん対策の現況を把握し、国のがん対策の適切な推進に資することを目的として、がん

対策基本法を改正し、国のがん医療の状況や政府が講じたがん対策の実施の状況と効果な

どについて、がん対策白書（仮称）を政府より毎年国会に提出することを制度化する。白

書の取りまとめに当たっては、がん対策推進協議会による承認を必要とすることとする。 

                    Ⅱ　提案 
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（4）内閣府にがん対策連携推進室を設置〔C-4〕 

 がん対策については、省庁の壁を越えた取り組みが不可欠である。例えば、がんに関す

る医療従事者の育成については、厚生労働省と文部科学省の連携、がんに関する地方自治

体の役割の強化については、厚生労働省と総務省の連携、がん研究の充実については、厚

生労働省と文部科学省と経済産業省における、重複した研究の仕分けと拠点化の推進など

が必要である。省庁横断的な連携の強化に加え、一元的ながん対策の推進を目的として、

内閣府にがん対策連携推進室を設置することを、閣議にて決定する。 

 

1-1-1-4 提案の、平成 22 年度予算への反映状況（再掲） 

 

 昨年度提案書の推奨施策「がん対策予算の 100 パーセント活用プロジェクト」（1 億円）、

「がん対策ノウハウ普及プロジェクト」（10 億円）については、平成 22（2010）年度予算

において「都道府県がん対策重点推進事業」（約 9.4 億円）にて対応しているとの指摘があ

るが、これらの推奨施策は都道府県がん対策の推進にあたって、国と都道府県の予算編成

上のミスマッチや、がん対策メニューの均てん化を図るための施策である。一方で上記事

業は、「緩和ケア研修事業」「医療提供体制等の強化」「がん検診実施体制等の強化」「効果

的ながん情報の提供」（昨年度「都道府県がん対策重点推進事業実施要綱」）のために都道

府県が実施する事業であり、上記事業にて反映しているとは言い難い。 

 

 推奨施策「都道府県がん対策実施計画推進基金の設置」（基金額・1000 億円）、「医療従事

者と患者・市民が協働する普及啓発活動支援」（0.8 憶円）、「がん患者によるがんの普及啓

発アクションプラン」（2 億円）についても、「都道府県がん対策重点推進事業」（約 9.4 億

円）にて対応しているとの指摘があるが、これらの推奨施策は患者や市民、医療提供者、

行政、立法、民間、メディアなどが、いわば「六位一体」となって取り組むべき施策でが

ん対策の先進県とされる地域では一定の成果を上げつつある施策であるにもかかわらず、

上記事業にて反映しているとは言い難い。 

 

 推奨施策「がん対策への PDCA（計画、実行、評価、改善）サイクルの導入」（1億円）に

ついては、平成 21（2009）年 10 月末日を提出期限として各都道府県より提出された｢がん

対策に関する主な取組｣（いわゆるアクションプラン）が対応しているとの指摘があるが、

その実行、評価、改善に至るサイクルの担保が不透明であり、アクションプランの提出の

みをもって PDCA サイクルが機能しているとは言い難い。推奨施策「小学生向け資料の全国

民への配布」（30 億円）、「初等中等教育におけるがん教育の推進」（10 億円）についても、

予算措置がされて不明確であり、厚生労働省と文部科学省の連携も必要である。 
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1-1-1-5 提案の、平成 22 年度診療報酬改定への反映状況（再掲） 

診療報酬提案書の推奨施策「がん医療の質の『見える化（可視化）』」と「がん医療の質

の評価」については、平成 22 年度診療報酬改定においては若干反映されていると考えられ

る。例えば、DPC における「調整係数」の段階的な廃止に伴い、その一部を新たな「機能評

価係数」に置き換え、評価することとされている点が挙げられる。特に「機能評価係数」

の中で、「地域医療指数」（地域医療への貢献に係る評価）は、「地域がん登録」への参画を

含めて評価するものであり、がん医療の質の「見える化（可視化）」に不可欠な基盤である

「地域がん登録」の推進が従来にはない形で診療報酬の評価として取り入れられている。

DPC によるがん医療の質の評価については、「がん医療の質の見える化と評価」の観点から

も、評価の充実に向けて引き続き検討される必要がある。 

 

これらの施策は、平成 22 年度診療報酬改定に向けて中医協が示した「視点」のうち、「患

者からみて分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活の質にも配慮した医療を実現する

視点」や、「効率化の余地があると思われる領域を適正化する視点」などに該当すると考え

られる。新しい考え方が含まれる推奨施策であるが、次回改定において改めて検討される

ことが必要と考えられる。また、診療報酬における評価を考慮した場合、推奨施策におけ

るベンチマーキングセンターの役割や機能評価の指標のあり方について、一定の考え方の

整理をしておくことが必要である。 

 

1-1-2 意見の要約（問題点と改善点） 

集まった意見の論点を下記のように整理した。 

 

1-1-2-1 意見の要約（問題点） 

ⅰ 予算の不足 

・国のがん対策予算の財源が不足している 

・国のがん予算の規模がまだまだ足りない 

・都道府県の予算がひっ迫している 

ⅱ 補助の仕組みの問題 

・補助事業の費用を国が 100％負担しているわけではない 

・補助金の使用が義務ではなく県の選択に任されている 

・補助率の問題（2分の 1を都道府県が負担する場合が多いが、都道府県にその財源がない） 

・国は単年度予算なので、都道府県は複数年度の計画で進めたい場合は、国に頼らずにや

ろうとする 

 

ⅲ プロセスとコミュニケーションの問題 

・県と国の年間スケジュールがミスマッチを起こしている 
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・国の予算が変化する（8 月の概算要求の段階と 12 月の予算案で内容が変わるので、県は

急ぎ対応しなければならない） 

・地方や現場のニーズを吸い上げずに予算案が作られる。対話の仕組みがない 

・政府予算案で決まった事項について情報提供が不十分なので都道府県が対応しにくい 

 

ⅳ ノウハウと人材の問題 

・都道府県のがん対策関係部署の人員が少ない 

・都道府県などの地方自治体に、がん対策を進めた経験のある人材が不足している 

・知識移転の問題（好事例を十分に共有する仕組みがない） 

・助成金事業実施要綱などが現場ニーズと合わない制限条項を付けている 

 

ⅴ その他 

・独立行政法人系以外の拠点病院の整備費の県負担が 2分の 1 

・院内がん登録実務者の補助金が非常勤のみ対象になっている 

・専門研修の経費が補助対象になっていない 

・合同の拠点病院による市民公開講座で予算を合算できない 

・研修会講師に対する時間外手当等がなされない 

・国立がんセンターや学会等参加費用のための旅費、参加費の病院負担、研修会の時間外

勤務手当が病院負担になっている 

・文部科学省、厚生労働省それぞれの予算を他の事業では使えない 

 

1-1-2-2 意見の要約（改善案） 

1-1-2-2-1 意見の要約（予算の改善案） 

ⅰ 予算の不足 

・国のがん対策予算を大幅に増額する 

・都道府県の予算がひっ迫していてもがん対策予算が補助される仕組みにする 

ⅱ 補助の仕組みの問題 

・都道府県のがん対策予算のうち、補助率 10 分の 10（国の全額補助）の項目を増やす 

・がん対策の実施と予算の執行が義務的となるようにする 

・国が 3 年度程度の実施計画を示し、その対象となる予算に関しては 3 年度継続して実施

することを原則とする 

 

ⅲ プロセスとコミュニケーションの問題 

・都道府県にニーズを聞いてから予算編成をする。都道府県などと十分な意見交換をしな

がら予算編成を進める 

・国が 8月の概算要求段階の予算項目の内容を、都道府県によく説明するようにする 
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・政府予算案で決まった事項について、都道府県などに説明会を実施して詳しい情報提供

を行う 

 

ⅳ ノウハウと人材の問題 

・都道府県のがん対策管轄部署を支援する共同チームを作る 

・都道府県、地方自治体を対象に、がん対策に関する取り組みを教育する研修制度を作る 

・がん対策の好事例を十分に共有する研修会などを開催する 

・助成金事業実施要綱などを柔軟化し、現場ニーズに合わせる 

 

ⅴ その他 

・事業内容を決めるのではなく、補助先の計画に応じた補助を行い、結果を審査する 

・介護福祉分野とのがん対策予算の連携 

・在宅緩和ケア関連にかかる健康局と医政局のがん対策関連予算の一本化 

・診療報酬改定時にがん診療に関する報酬に対する十分な手当てを考慮することも重要で

ある 

・地域毎に解決すべき課題・優性順位を示した上で国での有効な予算措置を 

・各都道府県の申請分は経費節減ができた部分は繰り越しできる仕組みを 

・文部科学省、厚生労働省の間のがん対策予算の流動的、合理的な運用を可能にする 

 

1-1-2-2-2 意見の要約（診療報酬の改善案） 

・がん診療全般が黒字になるように診療報酬を底上げする 

・医療の質や技術を反映した診療報酬の評価の仕組みを導入する 

・がん診療連携拠点病院の体制に関するがん診療連携拠点病院加算を増やす 

 

1-1-2-2-3 意見の要約（制度の改善案） 

・がん診療にかかる医療体制の分化・連携をより促進するため、医療法における必要な改

正を行う 

・がん対策の進捗管理をより明確にするため、がん対策基本法における必要な改正を行う 

・国のがん対策を組織横断的、制度横断的に推進する組織体制を整える 

・国立がんセンターが、がん対策の司令塔の役割を果たせるように必要な組織改正を行う 

・都道府県のがん対策の進捗状況が一望に見える仕組みをつくる 
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出典：ヒアリングからがん WG が作成 

●予算編成における 県と国の年間スケジュールのミスマッチ 

 

出典：ヒアリングからがん WG が作成 
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1-1-3 寄せられたご意見（コメント）から 

下記に一部を紹介する。 

 

1-1-3-1 寄せられたご意見から（問題点） 

・年を越えての執行も可能にしてほしい。国 1/2、県 1/2 を国 10/10 にしてほしい（医療提

供者） 

・複数年度の予算確保が必須です。人件費の場合、特に大切なことと考えます（有識者） 

・がんは子どもから老人まで罹患するのに、かけられている費用は少ない（患者関係者・

市民） 

・PDCA（計画、実行、評価、改善）のサイクルが回っていない。目標設定プロセス、評価

を明確にしていない。厚生労働省が数値を出したがらない（患者関係者・市民） 

・人材不足で事業の執行が不十分な状況です（行政） 

・国の予算、施策について、事前の情報提供が少なく、都道府県の予算が組みにくい（行

政） 

 

1-1-3-2 寄せられたご意見から（改善案） 

 

1-1-3-2-1 寄せられたご意見から（予算の改善案） 

・国から地方へ、事業構想段階で情報提供を行い、要望調査を行うべき(行政)  

・夢のある施策立案。施策案をカタログ化して人気投票する（有識者） 

・地方自治体における政策立案能力の向上。複数の地方自治体の集合体によるがんネット

ワークの形成と政策立案の予算を確保（有識者） 

・都道府県レベル、市町村レベルでのタウンミーティングの頻回の開催（患者・市民） 

・拠点病院、他の医療機関、医師会、行政、患者（会）などが、予算について話し合う場

を作り、もっと一般の人への報道を告知することで、理解と支援をしていただき、予算の

必要性を訴える（患者関係者・市民） 

・がん対策に日本がどの程度の予算を組んで取り組んでいるのか、一般国民には見えにく

い。そのため意識改革につながっていない。年齢層に合わせた情報提供のあり方を（医療

提供者） 

・国の予算化プロセスの「「見える化（可視化）」」と都道府県の担当者のコミュニケーショ

ン強化――連絡協議会／説明会の設置（患者関係者・市民） 

・本当にみんなで考える予算作りを行いましょう（その他） 

・行政職員幹部での人材の育成、がん対策の理解促進（行政） 

 

1-1-3-2-2 寄せられたご意見から（診療報酬の改善案） 

・医療全般について診療報酬をアップし、病院経営や医師、医療者が安心できるようにし、

                    Ⅱ　提案 
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その中でがん関連の診療報酬をアップしていく（患者関係者） 

・現在の診療報酬に上乗せがない限り、病院全体としてがん診療部門は赤字である（医療

提供者） 

・病院経営者に、がん対策を整備することに関して、経営上のメリットを感じさせるよう

にする（医療提供者） 

・先生に対してもっと支払えればよいと思う。忙しい思いをしている（患者関係者・市民） 

・診断の技術や治療の成績を反映できる診療報酬体系を確立してほしい（その他） 

 

1-1-3-2-3 寄せられたご意見から（制度の改善案） 

・各都道府県のがん対策の進捗状況がバラバラである。担当者の国レベルでの研修がない。

他県との交流が難しい 

・国の中での予算の優先順位を決定する際、国民世論を参考にしていくシステムを構築し

ていく（行政） 

・予算編成をする前に、ブロックごとのヒアリングなどを実施し、体制がとられている県

とそうでない県との評価は別にする（行政府） 

・がん対策基本法後に（大学病院やがん拠点病院）に設置された“腫瘍センター”は極め

て低い評価しかされていない（医療提供者） 

・（がん診療の）質を評価する制度が必要（医療提供者） 

・地域医療再生計画（と地域医療再生基金）の中にがん対策を盛り込むべきと考える（医

療提供者） 

・国や府県のがん対策に責任を持ち、推進するための組織、制度を整備すべきである。縦

割りでなく政府を挙げて取り組める横断的組織が必要（その他） 

・がん対策に関する、国と都道府県、市町、医療機関、医療保険者の責務を明確にする（行

政） 

 

1-1-4 分野内の横断的検討（再掲） 

「がん対策基本法の改正」〔C-1〕や「医療法の改正」〔C-2〕により、がん対策全般や各

分野において必要と考えられる制度改正を網羅、検討することともに、「がん対策白書（仮

称）の取りまとめと、国会への報告」〔C-3〕や「内閣府にがん対策連携推進室を設置」〔C-4〕

により、国のがん対策の全体像についての「見える化（可視化）」と、省庁横断的ながん対

策を行うにあたっての基盤整備を行う。 

 

 「がん対策予算の 100 パーセント活用プロジェクト」〔A-1〕と「都道府県がん対策実施

計画推進基金」〔A-3〕により、都道府県がん対策を推進するにあたっての財政的な裏付け

を確保し、「がん対策ノウハウ普及プロジェクト」〔A-2〕と「がん対策への PDCA（計画、実

行、評価、改善）サイクルの導入」〔A-4〕により、都道府県がん対策推進計画の実効性の
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担保とブラッシュアップを図る。また、「医療従事者と患者・市民が協働する普及啓発活動

支援」〔A-5〕と「がん患者によるがんの普及啓発アクションプラン」〔A-6〕、により、患者

と医療従事者、行政などが一体となって、がん全般にわたる普及啓発を広く行うとともに、

「小学生向け資料の全国民への配布」〔A-7〕と「初等中等教育におけるがん教育の推進」

〔A-8〕により、学校教育の場からがん全般にわたる普及啓発を広く行う。そして、がん医

療全般の質の評価を進めるために、診療報酬において「がん医療の質の評価」〔B-1〕を行

う。 

 

 なお、本分野は全体分野 2「がん計画の進捗・評価」とともに、がん医療とがん対策全般

の推進において、重要な役割を果たすものと考えられる。がん医療とがん対策全般におい

て、「見える化（可視化）」と質の評価、そして PDCA（計画、実行、評価、改善）サイクル

を実施していくことが不可欠と考えられる。 
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1-2 全体分野 2 がん計画の進捗・評価 

 

1-2-1 推奨施策 

 集まった意見と論点整理を踏まえ、予算、診療報酬、制度の面から、下記の推奨施策

を導き出した。 

 

1-2-1-1 「予算」の推奨施策 

（1）がん予算策定新プロセス事業〔A-9〕 

現状のがん対策では地域や現場のニーズが吸い上げられておらず、地域では予算はもと

より、人材もノウハウも不足している。がん対策推進協議会がん WG を常設とし、都道府県

がん対策推進協議会委員、学会、職能団体、当事者団体等への意見聴取、各地でのタウン

ミーティング、都道府県がん対策担当者を対象とする予算獲得・政策立案に関する実践講

座研修などを行う。 

 

（2）都道府県がん対策推進協議会などのがん計画の進捗管理〔A-10〕 

都道府県がん対策推進協議会などにおいて、都道府県がん対策推進計画の進捗管理や評

価を行う時間を十分に確保し、事務局および委員が計画策定・目標管理手法を理解したう

えで、都道府県がん対策推進計画の実施計画や評価の作成にあたれるよう、外部のコンサ

ルティング企業等に事務局を設置し、専任職員が協議会にかかる連絡・調整、調査を行う

ための運営経費を補助する。 

 

（3）質の評価ができる評価体制の構築〔A-11〕 

がん対策推進基本計画の個別目標の指標は、インプットが中心であるため、がん医療の

質、患者満足度の向上といったアウトカム指標を策定するとともに、その指標に沿った評

価ができる体制を構築していく必要がある。第三次総合戦略研究事業において、がんの医

療の質等を研究するため、心理学、介護学、社会学等の専門家による研究班を組織し、そ

の提言を受けて、がん医療等の質の評価ができる体制を構築する。 

 

（4）分野別施策の進捗管理に利用できる質の評価のための指標の開発〔A-12〕 

第 3 次総合戦略研究事業において、がん医療、がん予防、がん検診、がん登録、緩和ケ

ア等の分野別施策ごとに、質の面の評価を行うため、新たな研究班（もしくは研究分野）

を立ち上げ、心理学、介護学、社会学、医療経済学、情報工学、ヘルスコミュニケーショ

ン、顧客満足度、政策研究の専門家による研究班を組織し、その提言を受けて、がん対策

推進基本計画の分野別施策の進捗管理に利用できる質の評価のための指標を開発する。 

 

＜詳細は別冊・施策シート集の個別票をご覧ください＞ 
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1-2-1-2 「診療報酬」の推奨施策 

（1）がん医療の質の“見える化”〔B-2〕 

二次医療圏域における医療機関のがん治療のプロセス指標やアウトカム指標に関する情

報を収集・分析し、がん医療の比較、評価及び住民への公開を行う第三者的な組織として

のベンチマーキングセンターを設置することについて、診療報酬にて新たに評価する考え

方を取り入れてはどうか。 

 

＜詳細は別冊・施策シート集の個別票をご覧ください＞ 

 

1-2-1-3 「制度」の推奨施策 

（1）がん診療連携拠点病院の機能評価を行う第三者的な組織の設置（ベンチマーキングセ

ンター）の設置〔C-5〕 

がん診療連携拠点病院を対象に、第三者的な組織によるサイトビジット（施設訪問）を

伴う機能評価を行い、拠点病院の指定要件、症例数、治療成績を中心に、組織運営や地域

連携、医療の質および安全の確保、療養環境、相談支援および情報提供などに関して、質

の担保を確保することを目的とする第三者的な組織を設置し、安定的に運営するため、が

ん対策基本法の改正を行う。 

 

（2）患者関係委員を含む都道府県がん対策推進協議会の設置の義務化〔C-6〕 

 がん対策基本法にて、国のがん対策推進協議会については、その設置と患者関係委員を

含む委員の構成などについて定められているが、都道府県がん対策推進協議会については

規定がなく、その設置や委員構成に関して対応が異なり、都道府県がん対策において格差

が生じる可能性がある。がん対策基本法の改正により、国のがん対策推進協議会と構成及

び人数が同程度の「都道府県がん対策推進協議会」の規定を設けるとともに、各都道府県

がん対策推進協議会委員が集まり意見交換を行う、全国会議の設置を検討する。 

 

1-2-1-4 提案の、平成 22 年度予算への反映状況（再掲） 

昨年度提案書の推奨施策「都道府県がん対策推進協議会などのがん計画の進捗管理」（1

億円）については、平成 22（2010）年度予算案において「都道府県がん対策重点推進事業」

（約 9.4 億円）にて対応しているとの指摘があるが、推奨施策は単に都道府県がん対策推

進協議会を開催するのみならず、協議会が主体となって都道府県がん対策推進計画の進捗

管理や評価を行うことを目的としている。一方で上記事業は、「緩和ケア研修事業」「医療

提供体制等の強化」「がん検診実施体制等の強化」「効果的ながん情報の提供」（昨年度「都

道府県がん対策重点推進事業実施要綱」）のために都道府県が実施する事業であり、上記事

業にて反映しているとは言い難い。 

 推奨施策「がん予算策定新プロセス事業」（1 億円）については「がん対策・評価分析経
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費」（新規）が計上されており、推奨施策を若干、反映していると考えられる。「質の評価

ができる評価体制の構築」（1 億円）、「分野別施策の進捗管理に利用できる質の評価のため

の指標の開発」（1億円）については、研究費にて対応が予定されているとの指摘があるが、

研究が事業に繋がるかは不明であり、予算案での対応も明らかではない。 

 

1-2-2 意見の要約（問題点と改善点） 

集まった意見の論点を下記のように整理した。 

 

1-2-2-1 意見の要約（問題点） 

・都道府県がん対策推進計画のアクションプランが策定されていない 

・都道府県がん対策推進計画の工程表が作成されていない 

・都道府県がん対策推進計画の評価組織が明確になっていない 

・都道府県がん対策推進計画の進捗管理をすべき、都道府県がん対策協議会が開催されて

いない 

・都道府県がん対策推進計画を誰が評価するのかはっきりしていない 

・都道府県がん対策推進計画を評価できる人材が少ない 

・都道府県がん対策推進計画の進捗を評価する指標が決まっていない（開発されていない） 

・患者満足度調査がされていない 

 

1-2-2-2 意見の要約（改善案） 

 

1-2-2-2-1 意見の要約（予算の改善案） 

・都道府県がん対策推進計画のアクションプランを策定する 

・都道府県がん対策推進計画の評価組織を作る 

・都道府県がん対策推進計画の評価尺度を明確にする 

・都道府県がん対策推進計画の評価者を育成する 

・患者満足度調査を実施する 

・幅広い関係者が集まって都道府県がん対策推進計画のアクションプランを考える会を設

け、その開催費用を予算化する 

・都道府県がん対策推進計画の評価尺度を開発する費用を予算化する 

・都道府県がん対策推進計画などの進捗状況に応じ、国庫補助金をスライドさせる仕組み

を導入する 

・がん診療連携拠点病院が実施計画を作成し、それに対して助成金を出し、達成度に見合

った分だけを支給する 

・都道府県がん対策推進計画の評価者を育成するための予算を確保する 

・患者満足度調査を実施する予算を確保する 

                            Ⅱ　提案 
                   1　がん対策の総論 
1-2　全体分野2　がん計画の進捗・評価




